
【桑名・員弁広域連合】

（単位：円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 1,527,591,279 固定負債 4,985,294

有形固定資産 1,296,633,776 地方債 -
事業用資産 1,296,633,776 長期未払金 1,401,512

土地 - 退職手当引当金 3,583,782
立木竹 - 損失補償等引当金 -
建物 2,034,110,951 その他 -
建物減価償却累計額 △ 878,735,808 流動負債 7,899,886
工作物 3,453,189,049 1年内償還予定地方債 -
工作物減価償却累計額 △ 3,311,930,416 未払金 2,689,608
船舶 - 未払費用 -
船舶減価償却累計額 - 前受金 -
浮標等 - 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 198,148
航空機 - 預り金 5,012,130
航空機減価償却累計額 - その他 -
その他 - 12,885,180
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 - 固定資産等形成分 1,527,591,279

インフラ資産 - 余剰分（不足分） △ 5,076,460
土地 -
建物 -
建物減価償却累計額 -
工作物 -
工作物減価償却累計額 -
その他 -
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 -

物品 -
物品減価償却累計額 -

無形固定資産 2,067,120
ソフトウェア 2,067,120
その他 -

投資その他の資産 228,890,383
投資及び出資金 -

有価証券 -
出資金 -
その他 -

投資損失引当金 -
長期延滞債権 -
長期貸付金 -
基金 228,890,383

減債基金 -
その他 228,890,383

その他 -
徴収不能引当金 -

流動資産 7,808,720
現金預金 7,782,049
未収金 -
短期貸付金 -
基金 -

財政調整基金 -
減債基金 -

棚卸資産 26,671
その他 -
徴収不能引当金 - 1,522,514,819

1,535,399,999 1,535,399,999

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

貸借対照表
（令和３年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額



【桑名・員弁広域連合】

（単位：円）

経常費用 414,896,265
業務費用 360,228,679
人件費 7,920,732
職員給与費 3,495,602
賞与等引当金繰入額 198,148
退職手当引当金繰入額 3,583,782
その他 643,200

物件費等 351,958,974
物件費 279,023,592
維持補修費 4,093,606
減価償却費 68,841,776
その他 -

その他の業務費用 348,973
支払利息 -
徴収不能引当金繰入額 -
その他 348,973

移転費用 54,667,586
補助金等 54,667,586
社会保障給付 -
他会計への繰出金 -
その他 -

経常収益 674,906
使用料及び手数料 -
その他 674,906

純経常行政コスト 414,221,359
臨時損失 0
災害復旧事業費 -
資産除売却損 -
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 -

臨時利益 0
資産売却益 -
その他 0

純行政コスト 414,221,359

行政コスト計算書
自　令和２年４月１日　

至　令和３年３月３１日

科目 金額



【桑名・員弁広域連合】

（単位：円）

前年度末純資産残高 1,516,067,297 1,517,950,716 △ 1,883,419

純行政コスト（△） △ 414,221,359 △ 414,221,359

財源 337,551,000 337,551,000

税収等 337,551,000 337,551,000

国県等補助金 - -

本年度差額 △ 76,670,359 △ 76,670,359

固定資産等の変動（内部変動） 11,707,683 △ 11,707,683

有形固定資産等の増加 - -

有形固定資産等の減少 △ 66,774,656 66,774,656

貸付金・基金等の増加 78,482,339 △ 78,482,339

貸付金・基金等の減少 - -

資産評価差額 - -

無償所管換等 - -

その他 83,117,881 △ 2,067,120 85,185,001

本年度純資産変動額 6,447,522 9,640,563 △ 3,193,041

本年度末純資産残高 1,522,514,819 1,527,591,279 △ 5,076,460

純資産変動計算書
自　令和２年４月１日　
至　令和３年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）



【桑名・員弁広域連合】

（単位：円）

【業務活動収支】
業務支出 342,272,559

業務費用支出 287,604,973
4,138,802

283,117,198
-

348,973
移転費用支出 54,667,586

54,667,586
-
-
-

業務収入 338,421,436
税収等収入 337,551,000
国県等補助金収入 -
使用料及び手数料収入 -
その他の収入 870,436

臨時支出 0
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -

臨時収入 8,073,809
業務活動収支 4,222,686
【投資活動収支】

投資活動支出 78,482,339
公共施設等整備費支出 -
基金積立金支出 78,482,339
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 -
その他の支出 -

投資活動収入 63,394,000
国県等補助金収入 -
基金取崩収入 -
貸付金元金回収収入 -
資産売却収入 -
その他の収入 63,394,000

投資活動収支 △ 15,088,339
【財務活動収支】

財務活動支出 0
地方債償還支出 -
その他の支出 -

財務活動収入 0
地方債発行収入 -
その他の収入

財務活動収支 0
△ 10,865,653

13,635,572
2,769,919

前年度末歳計外現金残高 5,111,378
本年度歳計外現金増減額 △ 99,248
本年度末歳計外現金残高 5,012,130
本年度末現金預金残高 7,782,049

前年度末資金残高
本年度末資金残高

資金収支計算書
自　令和２年４月１日　
至　令和３年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額



【桑名・員弁広域連合】

（２） 一般会計等と普通会計の対象範囲に差異はありません。

（３） 地方自治法第235条の５に基づく出納整理期間を設けており、出納整理期間における現金の受払

（４） 利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額

（５） 繰越事業に係る将来の支出予定額

（６） 過年度修正等に関する事項

（１） 対象範囲（対象とする会計名）

注記

１．重要な会計方針

（１） 有形固定資産等の評価基準及び評価方法
①有形固定資産 ・・・・・・・・・・・・・ 取得原価

なし

い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。

該当ありません。

該当ありません。

なし

なし

一般会計

４．偶発債務

５．追加情報

しています。

現金及び現金同等額

①物品及びソフトウェアの計上基準
物品については、取得価額又は見積価格が50万円（美術品は300万円）以上の場合に資産として
計上しています。
ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。

②資本的支出と修繕費の区分基準
資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が60万円未満であるときは修繕費として処理

該当ありません。

（７） その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

２．重要な会計方針の変更等

３．重要な後発事象

該当ありません。

①有形固定資産（リース資産を除きます。）・・・定額法
なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

（２） 有価証券等の評価基準及び評価方法

（３） 有形固定資産等の減価償却の方法

②無形固定資産 ・・・・・・・・・・・・・ 取得原価
②無形固定資産 ・・・・・・・・・・・・・ 取得原価

工作物　　50年～10年
②無形固定資産（リース資産を除きます。）・・・定額法

（ソフトウェアについては、見込利用期間（５年）に基づく定額法によっています。）

建物　　　38年

①退職手当引当金
期末自己都合要支給額を計上しています。

②賞与引当金
翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額
について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

（４） 引当金の計上基準及び算定方法

（５） リース取引の処理方法

（６） 資金収支計算書における資金の範囲

- 1 -



【桑名・員弁広域連合】

4,091,120円

67,616,686円

423,524,817円 420,754,898円
0円

13,635,572円
409,889,245円 420,754,898円

①資金収支計算書の業務活動収支 4,222,686円
②純資産変動計算書の本年度差額 △68,401,020円

　　　　　（①－②） 72,623,706円 ［左の内訳］
賞与等引当金繰入額 198,148円

退職手当引当金繰入額 3,583,782円
減価償却費 68,841,776円

（12） 既存の決算情報との関連性

（13） 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳

（14） 一時借入金

（15） 重要な非資金取引

（11） 基礎的財政収支

（７） 減債基金に係る積立不足の有無及び不足額

（８） 基金借入金（繰替運用）の内容

（９） 地方自治法第234条の３に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース債務金額

（10） 純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容

④資金収支計算書

一時借入金はありません。なお、一時借入金の限度額は、100,000,000円です。

なし

②財務書類の対象となる会計の範囲の相違に伴う差額
①歳入歳出決算書

③繰越金に伴う差額

①固定資産等形成分
固定資産の額に減価償却額、減債基金、その他（増加分）を加えた額を計上しています。

②余剰分（不足分）
純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。

なし

なし

- 2 -



【桑名・員弁広域連合】

１ 貸借対照表の内容に関する明細

（１）資産項目の明細

① 有形固定資産の明細

前年度末残高
（A）

本年度増加額
（B）

本年度減少額
（C）

本年度末残高
（A)＋（B)-（C)

（D）

本年度末
減価償却累計額

（E)
本年度償却額

（F)

差引本年度末残高
（D)－（E)

（G)

5,487,300,000 0 0 5,487,300,000 4,190,666,224 66,774,656 1,296,633,776

- - - - - - -

- - - - - - -

2,034,110,951 0 0 2,034,110,951 878,735,808 54,920,988 1,155,375,143

3,453,189,049 0 0 3,453,189,049 3,311,930,416 11,853,668 141,258,633

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

5,487,300,000 0 0 5,487,300,000 4,190,666,224 66,774,656 1,296,633,776

 事業用資産

区分

　　船舶

　　浮標等

　　建物

　　工作物

　  土地

　　立木竹

　　土地

　　建物

　　建設仮勘定

 インフラ資産

　　航空機

　　その他

合計

　　建設仮勘定

 物品

　　工作物

　　その他

 附則明細書　１　貸借対照表の内容に関する明細



【桑名・員弁広域連合】

② 有形固定資産の行政目的別明細

- - - 1,296,633,776 - - - - 1,296,633,776

- - - - - - - - -

- - - - - - - - -

- - - 1,155,375,143 - - - - 1,155,375,143

- - - 141,258,633 - - - - 141,258,633

- - - - - - - - -

- - - - - - - - -

- - - - - - - - -

- - - - - - - - -

- - - - - - - - -

- - - - - - - - -

- - - - - - - - -

- - - - - - - - -

- - - - - - - - -

- - - - - - - - -

- - - - - - - - -

- - - - - - - - -

- - - 1,296,633,776 - - - - 1,296,633,776

　　その他

　　工作物

 物品

合計

　　建設仮勘定

　　その他

　　航空機

 インフラ資産

　　建設仮勘定

　　建物

　　土地

　　立木竹

　　土地

　　工作物

　　建物

　　浮標等

　　船舶

消防・警察 総務 その他 合計

 事業用資産

区分
生活インフラ・

国土保全
教育 福祉 環境衛生 産業振興

 附則明細書　１　貸借対照表の内容に関する明細


